
議案第９３号 

八幡浜市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条

例の一部を改正する条例の制定について 

 標記条例を次のように制定する。 

平成３０年１２月４日提出 

八幡浜市長 大 城 一 郎 

 

記 

八幡浜市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条

例の一部を改正する条例 

八幡浜市地方活力向上地域における固定資産税の不均一課税に関する条例（平

成２８年条例第４２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で

示すように改正する。ただし、改正前の欄に掲げる規定中下線で示し、又は太枠

で囲まれた部分で改正後の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これ

を削り、改正後の欄に掲げる規定で改正前の欄にこれに対応するものを掲げてい

ないものは、これを加えるものとする。 

改正後 改正前 

八幡浜市地方活力向上地域における固定資

産税の課税免除及び不均一課税に関する条

例 

八幡浜市地方活力向上地域における固定資

産税の      不均一課税に関する条

例 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第６条   の規定により、地域再

生法（平成１７年法律第２４号。以下「法」とい

う。）第５条第４項第５号イに規定する地方活力

向上地域内において、法第１７条の６及び地域再

生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省

令（平成２７年総務省令第７３号。以下「省令」

という。）第２条第３号の規定に基づき、本市が

   固定資産税の課税をしないこと（以下「課

税免除」という。）及び不均一の課税をすること

（以下「不均一課税」という。）について必要な

事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、地方税法（昭和２５年法律

第２２６号）第６条第２項の規定により、地域再

生法（平成１７年法律第２４号。以下「法」とい

う。）第５条第４項第５号 に規定する地方活力

向上地域内において、法第１７条の６及び地域再

生法第１７条の６の地方公共団体等を定める省

令（平成２７年総務省令第７３号。以下「省令」

という。）第２条第３号の規定に基づき、本市が

課する固定資産税の不均一課税（以下「不均一課

税」という。）をすること          

              について必要な

事項を定めるものとする。 

（課税免除又は不均一課税の要件等） （      不均一課税の要件等） 

第２条 特別償却設備設置者（省令第２条第２号

に掲げる特別償却設備設置者をいう。次項におい

て同じ。）について、法第１７条の２第１項第１

号に掲げる事業の用に供する特別償却設備等（省

令第２条第１号に規定する特別償却設備である

第２条 省令第２条第２号に規定する特別償却設

備設置者について、同条第１号に規定する   

                     

                     

            特別償却設備である
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家屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又

は構築物の敷地である土地（省令第１条に規定す

る公示日以後に取得したものに限り、かつ、土地

については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構

築物の建設の着手があった場合における当該土

地に限る。）をいう。以下同じ。）を新設し、又

は増設した場合における当該特別償却設備等に

ついては、新たに固定資産税を課することとなっ

た年度以降３年度分に限り、八幡浜市市税条例

（平成１７年条例第５５号。以下「市税条例」と

いう。）第６２条の規定にかかわらず、固定資産

税の課税をしない。 

家屋又は構築物及び償却資産並びに当該家屋又

は構築物の敷地である土地（省令第１条に規定す

る公示日以後に取得したものに限り、かつ、土地

については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構

築物の建設の着手があった場合における当該土

地に限る。）に対して課する固定資産税の税率は、

                     

    新たに固定資産税を課することとなっ

た年度以降３年度分に限り、八幡浜市市税条例

（平成１７年条例第５５号。以下「市税条例」と

いう。）第６２条の規定にかかわらず、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ、それぞれ当該各号に

定めるものとする。 

 (1) 法第１７条の２第１項第１号に掲げる事業

 次の表の左欄に掲げる年度の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる税率 

 年度の区分 税率 

初年度（当該固定資産に対

して新たに固定資産税を課

することとなった年度をい

う。次号において同じ。） 

市税条例第６２

条に規定する税

率に１０分の１

を乗じて得た率 

第２年度（初年度の翌年度

をいう。次号において同

じ。） 

市税条例第６２

条に規定する税

率に４分の１を

乗じて得た率 

第３年度（第２年度の翌年

度をいう。次号において同

じ。） 

市税条例第６２

条に規定する税

率に２分の１を

乗じて得た率 
 

 (2) 法第１７条の２第１項第２号に掲げる事業

 次の表の左欄に掲げる年度の区分に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に掲げる税率 

２ 特別償却設備設置者について、法第１７条の２

第１項第２号に掲げる事業の用に供する特別償

却設備等を新設し、又は増設した場合において、

当該特別償却設備等に対して課する固定資産税

の税率は、新たに固定資産税を課することとなっ

た年度以降３年度分に限り、市税条例第６２条の

規定にかかわらず、次の表の左欄に掲げる年度の

区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げるものと

する。 

 

年度の区分 税率 

初年度（当該特別償却設備

等に対して新たに固定資産

税を課することとなった年

度をいう。以下同じ。） 

市税条例第６２

条に規定する税

率に１０分の１

を乗じて得た率 

第２年度（初年度の翌年度

をいう。以下同じ。） 

市税条例第６２

条に規定する税

率に３分の１を

乗じて得た率 

年度の区分 税率 

初年度 市税条例第６２

条に規定する税

率に１０分の１

を乗じて得た率 

第２年度 市税条例第６２

条に規定する税

率に３分の１を

乗じて得た率 
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第３年度（第２年度の翌年

度をいう。） 

市税条例第６２

条に規定する税

率に３分の２を

乗じて得た率 

 

第３年度 市税条例第６２

条に規定する税

率に３分の２を

乗じて得た率 

 

（課税免除又は不均一課税の申請等） （      不均一課税の申請等） 

第３条 この条例の規定により課税免除又は不均

一課税の適用を受けようとする者は、規則で定め

るところにより、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに市長に申請しなければならない。 

第３条 この条例の規定により      不均

一課税の適用を受けようとする者は、規則で定め

るところにより、当該年度の初日の属する年の１

月３１日までに市長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があった場合

は、課税免除又は不均一課税の適用の可否を決定

し、当該申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により申請があった場合

は、      不均一課税の適用の可否を決定

し、当該申請者に通知するものとする。 

（課税免除又は不均一課税の承継） （      不均一課税の承継） 

第４条 課税免除又は不均一課税の適用を受けた

事業者が相続、合併その他の事由により名義を変

更した場合、その事業を承継した者のうち、引き

続き課税免除又は不均一課税の適用を受けよう

とするものは、事業の権利を取得した日から１月

以内に当該承継を証する書面を添えて市長に届

け出なければならない。 

第４条       不均一課税の適用を受けた

事業者が相続、合併その他の事由により名義を変

更した場合、その事業を承継した者のうち、引き

続き      不均一課税の適用を受けよう

とするものは、事業の権利を取得した日から１月

以内に当該承継を証する書面を添えて市長に届

け出なければならない。 

２ 前項の届出により市長が承継の事実を確認し

た場合は、当該事業を承継した者は、引き続き残

余の期間、課税免除又は不均一課税の適用を受け

ることができる。 

２ 前項の届出により市長が承継の事実を確認し

た場合は、当該事業を承継した者は、引き続き残

余の期間、第２条の  不均一課税の適用を受け

ることができる。 

（課税免除又は不均一課税の取消し） （      不均一課税の取消し） 

第５条 市長は、課税免除又は不均一課税の適用

を受けた事業者が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、当該課税免除又は不均一課税の適用を

取り消すことができる。 

第５条 市長は、      不均一課税の適用

を受けた事業者が、次の各号のいずれかに該当す

るときは、        不均一課税の適用を

取り消すことができる。 

(1) 第２条に規定する要件を欠いたとき。 (1) 第２条に規定する要件を欠いたとき。 

(2) 法第５条第４項第５号に規定する特定業務

施設を休止し、又は廃止したとき。 

(2) 法第５条第４項第５号に規定する特定業務

施設を休止し、又は廃止したとき。 

(3) 虚偽その他不正の手段により課税免除又は

不均一課税の適用を受け、又は受けようとした

とき。 

(3) 虚偽その他不正の手段により      

不均一課税の適用を受け、又は受けようとした

とき。 

(4) 市税を滞納したとき。 (4) 市税を滞納したとき。 

(5) その他、この条例若しくはこの条例に基づ

く規則又は市長が指示する事項に違反したと

き。 

(5) その他、この条例若しくはこの条例に基づ

く規則又は市長が指示する事項に違反したと

き。 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定により課税

免除又は不均一課税の適用を承継した者が前項

各号に該当する場合についても、同様とする。 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定により  

    不均一課税の適用を承継した者が前項

各号に該当する場合についても、同様とする。 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の八幡浜市地方活力向上地域における固定資産税の課
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税免除及び不均一課税に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後に新設

され、又は増設される特別償却設備等について適用し、同日前に新設され、又

は増設された特別償却設備等については、なお従前の例による。 

 

提案理由 

  地域再生法の一部改正に伴い、所要の改正を行うため。 
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